ある女子学生の意見

	私は、差別意識あるいは偏見を持っていると思います。どのようにして持つようになったかは、はっきりとは分かりませんが、小学校に入学する前後から、既に他人を見下したり、他人と比較して優越感に浸ったりしていたように思います。

人権問題を初めて学習したのは、小学４年生の時でした。学校の先生から、差別事件の具体例をはじめ、数多くの部落差別の実態を教わりました。それまで同和地区の存在すら知らなかった私は、人権学習に大変興味を持ち、帰宅してから両親に学校で習ったことをよく話しました。同和問題について、母は知っていましたが、父は知らなかったため、家庭での会話は、学習した内容に関する私の報告が中心だったと記憶しています。

私が中学１年生の時、いとこのお姉さんがお見合いをしました。相手の人は、高学歴で身長も高く、見た目も良いのに３０歳を過ぎていました。いとこの母である叔母は、「こんなにいい人が今まで独身でいるなんて」と、一面では喜びながら不審にも思って、興信所に頼んで調べてもらったところ、お見合いの相手の男性は同和地区出身者だったらしいのです。そして、そのお見合いは断ったそうです。

この話を母から聞かされた時、私は「ほっ」としている自分に気づきました。差別をしてはいけないことは頭では分かっていても、もし、いとこがお見合いの相手と結婚して、同和地区の親戚がいるというだけの理由で、自分も差別、特に結婚差別を受けるようになるのはイヤだというだという気持ちがありました。

現在においては、ほとんどの人が差別がいけないことは分かっていても、いざ自分の問題となった時には絶対に差別する側に立ってしまうのではないかと思います。そして、私自身も結婚問題に関しては、中学１年生の時よりも敏感になっており、自分の結婚相手として同和地区出身者を避けようと考えているし、親戚の結婚しようとしている相手が同和地区出身である場合には、反対しようと考えています。

ただ、自分のこのような考えが正しいとは思っておらず、心の中にある多くの差別意識や偏見をなくしていけるように努力していきたいと考えています。


研修における活用方法：ワークシート（２）「ある女子学生の意見」

１.参加者と以下の項目について討議する

○身元調査についてどう考えるか？

○母親は、なぜ女子学生にいとこの結婚話をしたのか？

○女子学生は、差別はいけないことが分かっていながら、結婚差別を自身の問題としては克服できないのはなぜか？

○女子学生を説得するにはどうすればよいか？

○人権問題に関する教育の在り方についてどう思うか？
（家庭、学校、職場他）

２.解説のポイント

○日本国憲法（第２４条）では、「婚姻は両性の合意にのみ基づいて成立し、・・・」とあり、結婚の自由が保障されている。つまり結婚は、当事者がお互いの愛情と信頼に基づいて合意・決定する当事者間の問題である。

○結婚差別の要因

・現存する同和地区に対する偏見や差別意識

・「家意識（釣り合い）」「世間体」重視の考え方

・血統（血筋）に関する偏見や差別意識

・不合理な風習を是認する社会体質

・差別を克服するのではなく、差別に屈服する考え方
（差別はいけないが、自分や子どもを不幸にしたくない）

・悪質な身元調査

○結婚差別の解消にむけて

・同和問題に関する正しい学習により、いわれなき不合理な差別であることを理解し、自分に内在する偏見や差別に気づき、それを払拭する

・世間体に惑わされない自己の確立を図る
（「世間」を形成するのは自分でもあることに気づく）
（慣習や風習を科学的に検証する）
（差別を許さない勇気ある行動をとる）

・差別のない社会づくりにむけた行動をすることこそが、自分や子どもの幸せに結びつくことを理解する
（差別される側に立ちたくないとの考えの克服）
（差別の傍観は、差別の側に立っていることの理解）
（不幸の原因は「生まれ」を理由に差別する社会にある）
○どうして身元調査はいけないのか

・調査は、そもそもプライバシーの侵害行為であり、差別を誘発する可能性が極めて高い

※万一、依頼側に差別の意図はなくとも、調査側は対象者を「丸裸」にして調べるため、結果として差別に加担することになる

※同和地区出身者のみが被害者となるのではなく、私たち一人ひとりが被害者となる可能性がある行為である

・過去の結婚差別に関する裁判で、差別を受けた原告側の主張を認め、慰謝料の支払いを命じた判決が出されている

（原告主張）

「憲法１４条の理念（法の下の平等）に照らして、明らかに違法である内容の身元調査により名誉毀損を受け、また、その結果として結婚の機会を奪われ、社会的身分による差別的な取り扱いを受け、著しい精神的苦痛を受けた」

・交際相手の「出身」「家柄」「親の職業や収入」など身元を調査することは、結婚に際して相手の人柄を知りたいという域を越えた私的な利害や打算を目的としたものである

・身元調査を禁止する条例が、大阪府、熊本県、福岡県などで制定されている

・個人情報の保護は世界的な潮流であり、日本政府も委員会を設け、ガイドラインの制定に取り組んでいる

